
企

業所数　 　ジ宣言登録

画

事業所数　　 ・健康講

係

演会の開催
・歯、口腔

4

に関する正しい知 　　

1

　　　　　　　171

1

事業所　　　　　　　　　186事業所
　識の普及啓発

　健康日本２１かりや計画の庁内部会及び外部委員による推進委員会をそれぞれ3回開催し、第3次健康日本２１かりや計

成果
画を策定することができた。

　第2次計画の最終評価において、「メタボ該当者及び予備群の割合減少」、「肥満者・肥満傾向児の割合減少」、「運

動習慣者の割合増加」などは悪化していることから、第3次計画では、生活習慣の改善による健康状態の向上や、生活習
課題

慣病の発症予防・重症化予防に向けた取組に加え、誰もが無理なく自然に健康になれる行動をとれるような環境整備をす

すめるなど、生活習慣の改善に向けた取組を確実に実行することが課題となっている。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 40～69歳の肺がん検診受診率(％） ― ― 26.5 27.4 30.4
指標
活動 かりや健康づくりチャレンジ宣言登録事業所数（事 129 171 186 200 220
指標 業所）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 245 4,138 3,103 1,378 合計 3,103,

Ｄ

058 円
報償費 23

　

6,800 円

財
　
源

　

特定財源 0 0 0 351

　

需用費 261,408

Ｏ

 円
委託料 2,596

　

,000 円

一般財源

　

245 4,138 3,

∧

103 1,027 使用

　

料及び賃借料 8,85

　

0 円

職員人件費　②

実

5,798 13,12

　

1 14,414 11,

　

014

総事業費（①＋

施

②） 6,043 17,

　

259 17,517 1

　

2,392

建
設
事
業

全

∨

体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

６

内容 健康の増進

目
　
　

年

　
的

　誰もが元気に明

度

るく暮らすために、一

評

人ひ

主
た
る
内
容

〇健康

価

日本２１かりや計画推

）

進委員会の開催
とりが

刈

健康的な生活習慣を身

谷

に付け、継続し 〇健康

市

日本２１かりや計画の

事

推進
ていけるよう、健

務

康づくりに取り組みや

事

すい
環境を整備し、生

業

涯を通じた市民の健康

評

づく
りを総合的に推進

価

する。

位
置
づ
け

関連計

シ

画 第2次健康日本２１

ー

かりや計画、第3期健

ト

康日本２１あいち計画

（

根拠法令 健康増進法

対

様

象者 市民 事業期間 平成

式

２６年度 ～

実施方法 ■

１

直営　■委託　□指定

）

管理　□補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　

康

業
　
実
　
績

４年度実績

部

５年度実績 ６年度実績

一

７年度計画

健康づくり

般

事業に取り組むた 第3

会

次計画策定に向けた調

計

査及第3次計画の策定

健

・推進委員会の開催
め

康

の環境整備 び最終評価

日

の実施 ・庁内策定部会

本

及び推進委員 ・かりや

２

健康づくりチャレン
・

１

かりや健康マイレージ

か

事業 ・健康づくりに

り

関する調査 　会の開催

や

　　　　　　各3回　

計

ジ宣言認定制度の実施

画

　優待カード発行 　

推

 1,130枚・第2

進

次計画の最終評価 ・パ

事

ブリックコメントの実

業

施 ・野菜摂取促進に向

担

けたキャ
・かりや健康

当

づくりチャレン 健康づ

課

くり事業に取り組むた

健

健康づくり事業に取り

康

組むた 　ンペーンの実

推

施
　ジ宣言の登録企業

進

数　129社めの環境

課

整備 めの環境整備 ・企

款

業等と連携した健康経

項

営
計画推進の重点的取

目

組 ・かりや健康づくり

担

チャレン ・かりや健康

当

づくりチャレン 　事業

係

所への支援の実施
・ロ

健

コモ予防の健康教育 

康

29回　ジ宣言登録事



画係

4 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　生

令

活習慣病発症予防や介

和

護予防を図り、健康寿

７

命を延伸
・法的業務

高

年

い
して豊かな高齢期を

度

過ごすことは、誰もが

（

望むことであり､
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 市民の健康づくり

６

を進めることは増大す

年

る医療費の抑制に
・市

度

民生活上必要である　

評

など もつながり、市民

価

ニーズ及び社会需要は

）

高い。

　啓発物品の配

刈

布方法の見直しや、ホ

谷

ームページやアプリ
・

市

コストの節減、費用対

事

効果
普通

の活用、関係

務

団体等と情報交換その

事

他の連携を図ることで

業

､
効率性 ・執行体制の

評

効率性 効率的な計画推

価

進の方法を図ることが

シ

できる。
・手段の最適

ー

性　など

　第8次総合

ト

計画との整合性を図り

（

ながら推進する事業で

様

あ
・市が主体となって

式

実施する
普通

る。
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

・総合計画との整合性

会

　など

　健康日本２１

計

かりや計画に掲げる目

名

標値達成に向けて、

施

担

策への ・施策への貢献

当

度
普通

さまざまな取組

部

を継続して実施してい

福

くことが、市民サー
・

祉

目標達成度 ビスにつな

健

がる。　
貢献度 ・市民

康

サービスへの効果　な

部

ど

今後の方向性 ■拡充

一

　□現状維持　■改善

般

・効率化　□縮小　□

会

終期設定　□休止・廃

計

止

　令和6年度に策定

健

した「第3次健康日本

康

２１かりや計画」の推

日

進のため、市民への普

本

及啓発及び計画に沿っ

２

た取組を
実施する。令

１

和7年度は、SNSを

か

活用した野菜摂取促進

り

キャンペーンの実施や

や

、健康経営を行う市内

計

事業所の増加に向
けた

画

取組、企業等と連携し

推

た健康経営事業所への

進

支援などを実施する。

事

　

業
担当

Ｃ
 
　
Ｈ

課

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

健

　
∧
　
評
　
価
　
∨

康推進課

款 項 目 担当係 健康企



1

若者向け講座の開催 ・子ども若者向け講座の開催
　　　　　　　　　　　　2回 　　　　　　　　　　　　4回　　　　　　　　　　　　7回

・自殺対策の街頭啓発    2回・自殺対策の街頭啓発　　2回
　高校生や教諭を対象とした講座を新たに開催し、重点対象である、子ども・若者への取組を強化することができた。ま

成果
た、委員会及び部会を開催することにより、有意義な意見交換や課題共有などを図ることができた。

　ゲートキーパー養成数は、目標は達成しているものの、自殺対策を支える人材の育成は重要であるため､各種団体へ積

極的に働きかけていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 自殺対策計画推進委員会開催数（回） 1 4 1 1 1
指標
活動 ゲートキーパー養成者数（人） 301 506 374 300 300
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 516 454 932 774 合計 931,894 円
報償費 216,500 円

財
　
源

特定財源 256 243 470 403 需用費 705,694 円
使用料及び賃借料 9,700

Ｄ

 円

一般財源 260 2

　

11 462 371

職員

　

人件費　② 6,701

　

6,292 8,760

Ｏ

9,152

総事業費（

　

①＋②） 7,217 6

　

,746 9,692 9

∧

,926

建
設
事
業

全体

　

事業費（単位：千円）

　

0 ６年度特定財源名称

実

６年度までの累積事業

　

費 0 地域自殺対策強化

　

事業費補助
金（県）

８

施

年度以降の事業費見込

　

0

　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 こころ

６

の健康づくり

目
　
　
　

年

的

　刈谷市自殺対策計

度

画に基づき、自殺対策

評

を

主
た
る
内
容

〇自殺対

価

策計画推進委員会の開

）

催
総合的に推進して自

刈

殺の防止を図り、市民

谷

の 〇自殺予防に関する

市

情報等の周知や啓発
健

事

康に寄与する。 〇悩ん

務

でいる人を支援するた

事

めの人材育成

位
置
づ
け

業

関連計画

根拠法令

対象

評

者 市民 事業期間 令和元

価

年度 ～ 令和１０年度

実

シ

施方法 ■直営　□委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

当

年度実績 ５年度実績 ６

部

年度実績 ７年度計画

・

福

自殺対策計画推進委員

祉

会開 ・ゲートキーパー

健

養成者数 ・自殺対策計

康

画推進委員会開 ・自殺

部

対策計画推進委員会開

一

　催数　　　　　　　

般

　　1回　　　　　　

会

　　　　　506人　

計

催数　     　　

自

　　   1回　催数

殺

　         

対

　　　 1回
・ゲート

策

キーパー養成者数 ・事

計

業所向け出張型こころ

画

の ・ゲートキーパー養

推

成者数 ・ゲートキーパ

進

ー養成者数
　　　　　

事

　　　　　　301人

業

　健康講座の実施事業

担

者数 　　　　　　　　

当

　　　374人　　　

課

　　　　　　　　30

健

0人
・事業所向け出張

康

型こころの 　　　　　

推

　　　　　　 10回

進

・事業所向け出張型こ

課

ころの ・事業所向け出

款

張型こころの
　健康講

項

座の実施事業者数 ・自

目

殺対策推進の街頭啓発

担

　健康講座の実施事業

当

者数 　健康講座の実施

係

事業者数 
　　　　　

健

　　　　　　 12回

康

　　　　　　　　　　

増

　　2回　　　　　　

進

　　　　　 15回　

係

　　　　　　　　　　

4

 10回
・自殺対策推

1

進の街頭啓発 ・子ども



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　平成18年自

令

殺対策基本法が施行さ

和

れ、令和4年度に閣議

７

決
・法的業務

高い
定さ

年

れた「自殺総合対策大

度

綱」を踏まえ、市民の

（

命を守る
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 ため

和

、より一層自殺対策を

６

総合的かつ効果的に推

年

進する必
・市民生活上

度

必要である　など 要が

評

ある。

　啓発物品の配

価

布場所、配布物の見直

）

し、配布対象者の選
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
普通

定、ホームペ

市

ージやアプリの活用、

事

関係団体との連携等に

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 より、効果的な計

業

画推進を図ることがで

評

きる。
・手段の最適性

価

　など

　刈谷市総合計

シ

画を上位計画として、

ー

刈谷市地域福祉計画
・

ト

市が主体となって実施

（

する
普通

及びその他関

様

連計画との整合性を図

式

りながら推進する事業

２

妥当性 　べき事業であ

）

るか である。
・総合計

会

画との整合性　など

　

計

刈谷市自殺対策計画に

名

掲げる目標値達成に向

担

けた様々な

施策への ・

当

施策への貢献度
高い

取

部

り組みを関係機関と連

福

携しながら実施してい

祉

くことが、
・目標達成

健

度 市民サービスの向上

康

につながる。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

自

・廃止

　第2次刈谷市

殺

自殺対策計画（令和6

対

（2024）年～令和

策

10（2028）年）

計

を基に、重点対象であ

画

る「子ども・若者」「

推

働
く世代」「女性」を

進

主とし、更なる自殺対

事

策の取組を推進する。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 

健

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

康

∧
　
評
　
価
　
∨

推進課

款 項 目 担当係 健康増進係

4 1 1



６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,594 2,405 2,295 2,629 合計 2,294,634 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 344 513 488 561 交付金 2,294,634 円

一般財源 1,250 1,892 1,807 2,068

職員人件費　② 226 230 239 243

総事業費（①＋②） 1,820 2,635 2,534 2,872

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 病診連携推進事業参加自治体
負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 健康づくり
施策体系

和

施策の内容 地域医療体

６

制の充実

目
　
　
　
的

　

年

刈谷豊田総合病院と衣

度

浦定住自立圏の診療

主

評

た
る
内
容

　地域医療ネ

価

ットワークシステムの

）

運用に必
所等のそれぞ

刈

れの役割・機能を分担

谷

したうえ 要な保守費用

市

等の補助を行う。
で連

事

携を推進することによ

務

り、より効果的・
効率

事

的に医療を提供できる

業

ようにする。

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令

対象

価

者 医療法人豊田会 事業

シ

期間 令和４年度 ～

実施

ー

方法 □直営　□委託　

ト

□指定管理　■補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

福

度実績 ７年度計画

地域

祉

医療ネットワークシス

健

テ 地域医療ネットワー

康

クシステ 地域医療ネッ

部

トワークシステ 地域医

一

療ネットワークシステ

般

ムの運用に必要な保守

会

管理費 ムの運用に必要

計

な保守管理費 ムの運用

病

に必要な保守管理費 ム

診

の運用に必要な保守管

連

理費
用の補助を行った

携

。 用の補助を行った。

推

用の補助を行った。 用

進

の補助を行う。

　衣浦

事

定住自立圏の関係市町

業

や医療機関と連携し、

担

より効果的・効率的に

当

医療を提供することが

課

できた。

成果

課題

指標

健

名称（単位）
実績値 目

康

標値

４年度 ５年度 ６年

推

度 ７年度 ９年度

活動 安

進

心して医療を受けられ

課

る環境が整っていると

款

思う 88.5 ― 84.

項

0 89.1 89.5
指

目

標 市民の割合（％）
活

担

動
指標

他市との
比較検

当

証

係 健康企画係

4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

1

ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民及び衣浦定住

令

自立圏の住民にとって

和

、病診連携は円
・法的

７

業務
高い

滑な医療機関

年

の受診をするうえで必

度

要なものである。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　衣浦定

６

住自立圏の市町と連携

年

を取り、滞りなく事務

度

を遂
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

行した

価

。
効率性 ・執行体制の

）

効率性
・手段の最適性

刈

　など

　衣浦定住自立

谷

圏の市町と連携して地

市

域医療ネットワーク
・

事

市が主体となって実施

務

する
高い

を構築するも

事

のであるため、市が主

業

体となって実施するべ

評

妥当性 　べき事業であ

価

るか き事業である。
・

シ

総合計画との整合性　

ー

など

　地域医療ネット

ト

ワークが構築されるこ

（

とで、市民及び定

施策

様

への ・施策への貢献度

式

高い
住自立圏の住民が

２

安心して医療サービス

）

を受けることがで
・目

会

標達成度 き、市民サー

計

ビスが向上するもので

名

ある。
貢献度 ・市民サ

担

ービスへの効果　など

当

今後の方向性 □拡充　

部

■現状維持　□改善・

福

効率化　□縮小　□終

祉

期設定　□休止・廃止

健

　引き続き、効果的・

康

効率的な医療の提供に

部

向け、刈谷豊田総合病

一

院と衣浦定住自立圏の

般

連携を推進していく。

会計
病診

Ｃ
 
　
Ｈ
 

連

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

携

∧
　
評
　
価
　
∨

推進事業
担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康企画係

4 1 1



康

は、本市の市民病院的

企

病院として、継続的か

画

つ安定的に
課題

医療を

係

提供していただく必要

4

があるため、安定的な

1

運営体制の確保や高度

1

な医療の提供、地域の中核病院としての機能強

化などについて、継続的に支援を行っていく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 安心して医療が受けられる環境が整っていると思う 88.5 ― 84.0 89.1 89.5
指標 市民の割合（％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 120,000 120,000 120,000 220,000 合計 120,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 120,000,000 円

一般財源 120,000 120,000 120,000 220,000

職員人件費　② 158 161 1,035 648

総事業費（①＋②） 120,158 120,161 121,035 220,648

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

６

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

　医療

度

に対する市民のニーズ

評

の多様化・高度

主
た
る

価

内
容

　刈谷豊田総合病

）

院における高度医療機

刈

器の
化に対し、最新医

谷

療機器導入により高度

市

な医 購入及び医療情報

事

システムの導入等に要

務

する
療提供体制の構築

事

に寄与する。 経費の補

業

助を行う。

位
置
づ
け

関

評

連計画  

根拠法令  

対

価

象者 医療法人豊田会 事

シ

業期間 平成７年度 ～

実

ー

施方法 □直営　□委託

ト

　□指定管理　■補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

部

年度実績 ５年度実績 ６

福

年度実績 ７年度計画

デ

祉

ジタル顕微鏡、採血管

健

作成 手術室映像関連シ

康

ステム、生 手術室映像

部

関連システム、技 高度

一

医療機器・医療情報シ

般

ス
機器及び認証システ

会

ム一式、 理検査システ

計

ム、全身用Ｘ線 師支援

刈

システム、検体検査機

谷

テムの導入及び当該高

豊

度医療
超電導磁石式全

田

身用ＭＲ装置､ＣＴ診

総

断装置、基幹ネットワ

合

器の導入及び更新に対

病

して補 機器等の保守に

院

要する経費の
統合画像

医

情報管理システムの ー

療

クシステム、電子カル

機

テシ 助金を交付した。

器

補助を行う。
改修に対

補

して補助金を交付し ス

助

テム、超電導磁石式全

事

身用
た。 ＭＲ装置の更

業

新に対して補助
金を交

担

付した。

　最新医療機

当

器の導入、高度医療支

課

援システムの改修を支

健

援することで、安心し

康

て医療が受けられる環

推

境整備に寄与する

成果

進

ことができた。

 近年

課

の物価高騰や賃金上昇

款

の影響などを受け、刈

項

谷豊田総合病院の経営

目

環境は厳しく、今後も

担

楽観視を許さない状況

当

で

あるが、そのような

係

厳しい状況においても

健

、刈谷豊田総合病院に



企画係

4 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

医療機器の整備により

和

、治療方法に選択の幅

７

が広がるこ
・法的業務

年

高い
とで救命率の増加

度

に繋がることが期待で

（

き、市民のニーズ
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 も高い。
・市民生

６

活上必要である　など

年

　機器の更新により、

度

検査の効率化と速やか

評

な診断に寄与
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
するなどの費用対効

刈

果が期待できる。
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

・手段の最適性　など

事

　多くの市民が受診す

務

る総合病院であること

事

から、市が主
・市が主

業

体となって実施する
高

評

い
体となって実施する

価

ことが妥当である。
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か
・総合計画との整合

ト

性　など

　安心で安全

（

な医療の確保のための

様

市民サービスであり、

式

施策への ・施策への貢

２

献度
高い

貢献度も高い

）

。
・目標達成度

貢献度

会

・市民サービスへの効

計

果　など

今後の方向性

名

■拡充　□現状維持　

担

□改善・効率化　□縮

当

小　□終期設定　□休

部

止・廃止

　昨今の物価

福

高騰の影響を受け、医

祉

療機器の価格が高騰し

健

ている中、高度医療機

康

器等の導入は質の高い

部

医療の提供を
可能にす

一

るとともに、優秀な医

般

師確保にも資するもの

会

である。また、高度医

計

療機器等に加え、保守

刈

費用に対しても補
助を

谷

行うことで、地域の中

豊

核病院として、高度医

田

療機器の継続的かつ安

総

定的な稼働と長寿命化

合

を図ることができるた

病

め、令和7年度から当

院

該病院に対する補助を

医

拡充する。　

療機器補

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

助

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

事

価
　
∨

業
担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康



　　  900人
    Ｂ型　　　　　  1,250人    Ｂ型　　　   　 1,085人・肝炎ウイルス検診 ・肝炎ウイルス検診
    Ｃ型　　　　    1,249人    Ｃ型　　　　    1,085人    Ｂ型　　　   　 1,149人    Ｂ型　　　   　 1,249人

    Ｃ型　　　　    1,149人    Ｃ型　　　　    1,249人

　疾病の予防、早期発見に結びついている。

成果

　歯科健診の受診率のさらなる受診勧奨を図りたい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 20歳の歯科健康診査受診率（％） 10.0 12.1 15.5 16.3 17.0
指標
活動 後期高齢者歯科口腔機能健康診査受診率（％） 22.0 23.6 22.3 24.4 25.2
指標

　近隣市と比較して、歯科健診の受診率は第1位（刈谷市受診率15.5％）となっている。
他市との 【歯科健診受診率（20歳）令和6年度実績】
比較検証 碧南市12.2％、安城市12.1％、知立市9.5％、高浜市3.9％、西尾市5.1％

Ｄ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

　

ト

単位：千円
４年度 ５

　

年度 ６年度 ７年度 ６年

　

度

（決算） （決算） （

Ｏ

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 36,

　

443 40,632 4

∧

2,631 45,87

　

5 合計 42,630,

　

520 円
需用費 60

実

9,498 円

財
　
源

　

特定財源 8,008 9

　

,249 13,723

施

13,564 役務費 3

　

,327,000 円

　

委託料 38,693,

∨

102 円

一般財源 28,435 31,383 28,908 32,311 使用料及び賃借料 920 円

職員人件費　② 3,396 2,770 2,397 2,600

総事業費（①＋②） 39,839 43,402 45,028 48,475

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 医療施設運営費等補助金（国
）健康増進事業費補助金（県

８年度以降の事業費見込 0 ）後期高齢者医療制度歯科健
康診査補助金

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

６

　
　
的

　骨粗しょう症

年

、歯周疾患、口腔機能

度

低下及

主
た
る
内
容

○2

評

0歳以上の市民を対象

価

に、骨粗しょう症検
び

）

Ｂ型・Ｃ型肝炎の予防

刈

と早期発見、早期治 　

谷

診を実施する。
療を図

市

る。 ○18歳、20～

事

70歳の5歳刻み年齢

務

の市民を対象
　に、歯

事

科健康診査を実施する

業

。
○75・77歳の市

評

民を対象に後期高齢者

価

歯科口
　腔機能健康診

シ

査を実施する。
○40

ー

歳、41歳以上で過去

ト

に未受診で検診を希
　

（

望する市民を対象に肝

様

炎ウイルス検診を実
　

式

施する。

位
置
づ
け

関連

１

計画 第2次健康日本2

）

1かりや計画

根拠法令

会

健康増進法

対象者 市民

計

（検診の種類により対

名

象年齢あり） 事業期間

担

平成６年度 ～

実施方法

当

■直営　■委託　□指

部

定管理　□補助・助成

福

　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事

健

　
業
　
実
　
績

４年度実

康

績 ５年度実績 ６年度実

診

績 ７年度計画

・骨粗し

査

ょう症検診  　63

事

5人・骨粗しょう症検

業

診    601人・

担

骨粗しょう症検診  

当

  698人・骨粗し

課

ょう症検診    8

健

00人
・歯科健康診査

康

　 　 3,215人

推

・歯科健康診査　　 

進

 3,730人・歯科

課

健康診査　　  3,

款

983人・歯科健康診

項

査　　  4,145

目

人
・後期高齢者歯科口

担

腔機能健 ・後期高齢者

当

歯科口腔機能健 　※対

係

象者に18歳を追加 　

成

※訪問での実施を追加

人

　診　　　　　　　 

保

 　640人　診　　

健

　　　　　　  76

係

6人・後期高齢者歯科

4

口腔機能健 ・後期高齢

1

者歯科口腔機能健
・肝

2

炎ウイルス検診 ・肝炎ウイルス検診 　診　　　　　　　　  797人　診　　　　　　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康増進法に基づき実

令

施している。歯科健診

和

は、令和6年
・法的業

７

務
高い

度からさらに対

年

象者を拡大し、18歳

度

を追加して実施してい

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 る。また、平

和

成29年度から後期高

６

齢者歯科口腔機能健診

年

を
・市民生活上必要で

度

ある　など 実施してい

評

る。

　歯科健診、後期

価

高齢者歯科口腔機能健

）

診、肝炎ウイルス
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
高い

検診については

市

、市内指定医療機関で

事

実施できる体制にし
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 ている。
・手段の最

業

適性　など 　

　健康増

評

進法に基づき実施して

価

いる。疾病の早期発見

シ

、早
・市が主体となっ

ー

て実施する
高い

期治療

ト

により、市民の健康を

（

守ることを目的とした

様

事業で
妥当性 　べき事

式

業であるか ある。
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　歯周疾患、口腔機

会

能低下、肝炎、骨粗し

計

ょう症の早期発

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
見と早期治療につな

当

がっている。
・目標達

部

成度
貢献度 ・市民サー

福

ビスへの効果　など

今

祉

後の方向性 □拡充　■

健

現状維持　□改善・効

康

率化　□縮小　□終期

部

設定　□休止・廃止

　

一

これまでに、一度も健

般

診（検診）を受けてい

会

ない人への受診勧奨を

計

行い、疾病の早期発見

健

に努める。

康診査事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

業

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

担

　
∨

当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 2



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,926 6,688 8,336 9,212 合計 8,336,290 円
需用費 101,090 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 8,235,200 円

一般財源 5,926 6,688 8,336 9,212

職員人件費　② 2,191 1,159 1,123 980

総事業費（①＋②） 8,117 7,847 9,459 10,192

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 健康づくり
施策体系

和

施策の内容 健康の増進

６

目
　
　
　
的

　40歳未

年

満の市民の生活習慣病

度

の早期発見・

主
た
る
内

評

容

　18歳から39歳

価

の市民を対象に、健康

）

診査を
早期治療を図る

刈

。 実施する。
○基本検

谷

査
　身体・体重測定、

市

腹囲測定、血圧測定、

事

視
　力検査、眼圧検査

務

、眼底検査、聴力検査

事

、
　尿検査、血液検査

業

、心電図検査、胸部エ

評

ッ
　クス線検査、骨密

価

度測定、理学的検査
○

シ

オプション検査
　ピロ

ー

リ菌抗体検査（初回無

ト

料）、胃部エッ
　クス

（

線検査、子宮がん検診

様

、乳がん検診

位
置
づ
け

式

関連計画 第2次健康日

１

本21かりや計画

根拠

）

法令 健康増進法

対象者

会

40歳未満の市民 事業

計

期間 平成２０年度 ～

実

名

施方法 □直営　■委託

担

　□指定管理　□補助

当

・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

計

年度実績 ５年度実績 ６

基

年度実績 ７年度計画

・

本

定員　　　450人 ・

健

定員　　　480人 ・

康

定員　　　480人 ・

診

定員　　　480人
・

査

受診者数　360人 ・

事

受診者数　335人 ・

業

受診者数　420人 ・

担

受診者　　480人
※

当

ピロリ菌抗体検査初回

課

無料
　開始

　生活習慣

健

病の予防と早期発見に

康

貢献している。若い年

推

代から健康診査を定期

進

的に受診する習慣をつ

課

け、健康の保持増進

成

款

果
の意識付けとなって

項

いる。

　受診勧奨をさ

目

らに実施し、受診者数

担

を増やす必要がある。

当

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

４年度 ５

成

年度 ６年度 ７年度 ９年

人

度

活動 受診者数（人）

保

360 335 420 4

健

80 480
指標

 
指標

係

　刈谷市独自事業
他市

4

との
比較検証

1 2



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　40歳未満から受

令

診することで、生活習

和

慣の改善及び生活
・法

７

的業務
高い

習慣病の早

年

期発見につなげること

度

ができる。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

令

市民生活上必要である

和

　など

　ＬＩＮＥでの

６

申込を開始したことで

年

、申込しやすい環境
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
普通

を整えている

価

。ＬＩＮＥによるリッ

）

チメッセージを活用し

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性 た勧奨で広く市民

市

に周知することができ

事

る。
・手段の最適性　

務

など

　健康増進法に基

事

づき、市が実施するこ

業

とで、市民が受診
・市

評

が主体となって実施す

価

る
高い

しやすくなり、

シ

生活習慣病の早期発見

ー

につなげることがで
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か きる。
・総合計画と

様

の整合性　など

　生活

式

習慣病の早期発見と早

２

期治療につながってい

）

る。

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い・目標達

計

成度
貢献度 ・市民サー

名

ビスへの効果　など

今

担

後の方向性 □拡充　■

当

現状維持　□改善・効

部

率化　□縮小　□終期

福

設定　□休止・廃止

　

祉

今後も市民の健康の保

健

持・増進のため、継続

康

実施する。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

計

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

基

　
∨

本健康診査事業
担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 2



証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,585 16,579 16,785 21,988 合計 16,784,718 円
需用費 83,960 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 535,000 円
委託料 16,165,758 円

一般財源 14,585 16,579 16,785 21,988

職員人件費　② 2,869 1,235 1,282 1,142

総事業費（①＋②） 17,454 17,814 18,067 23,130

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

６

　
　
的

　ＭＲＩ装置を

年

使い、脳の状態を調べ

度

ること

主
た
る
内
容

　4

評

0歳以上の市民で刈谷

価

市脳ドックを初めて
で

）

脳血管疾患等の早期発

刈

見を図る。 受診する人

谷

を対象に、脳ドックを

市

実施する。
○検査内容

事

　問診、診察、血圧測

務

定、身体・体重測定、

事

　頭部ＭＲＩ(脳断層

業

)・ＭＲＡ(脳血管)

評

検査
　

位
置
づ
け

関連計

価

画 第2次健康日本21

シ

かりや計画

根拠法令  

ー

対象者 主たる内容欄※

ト

参照 事業期間 平成１６

（

年度 ～

実施方法 □直営

様

　■委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

４年度実績 ５年

健

度実績 ６年度実績 ７年

康

度計画

・定員　　　　

部

　　700人 ・定員　

一

　　　　　800人 ・

般

定員　　　　　　80

会

0人 ・定員　　　　　

計

1,000人
・実施医

脳

療機関数　4箇所 ・受

ド

診者数　　　　794

ッ

人 ・受診者数　　　　

ク

788人 ・受診者数　

事

　　1,000人
・実

業

施医療機関数　4箇所

担

・実施医療機関数　4

当

箇所 ・実施医療機関数

課

　4箇所

　脳動脈瘤等

健

の早期発見により、早

康

期治療や疾病発生の予

推

防に貢献している。多

進

数回落選者に対して優

課

先枠を設け、受診

成果

款

しやすい環境を整えて

項

いる。

　脳動脈瘤が発

目

見された人等の、その

担

後の受診状況のフォロ

当

ーができていない。閉

係

所恐怖症の人に配慮し

成

、各実施医療機

関の取

人

り扱う検査機器の周知

保

を行っていく必要があ

健

る。
課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

４年

4

度 ５年度 ６年度 ７年度

1

９年度

成果 受診者数（

2

人） 696 794 788 1,000 1,000
指標

指標
　刈谷市独自事業

他市との
比較検



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　脳腫瘍などの脳疾患や

令

動脈硬化・動脈瘤など

和

の脳血管疾
・法的業務

７

高い
患を早期発見し、

年

早期治療につなげるこ

度

とができる。
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

・市民生活上必要であ

和

る　など

　多数回落選

６

者に対して優先枠を設

年

け、受けやすい環境を

度

・コストの節減、費用

評

対効果
高い

整えている

価

。
効率性 ・執行体制の

）

効率性
・手段の最適性

刈

　など

　法的には定め

谷

られていないが、市が

市

実施することで市民
・

事

市が主体となって実施

務

する
高い

が受診しやす

事

くなり、脳血管疾患の

業

早期発見につなげるこ

評

妥当性 　べき事業であ

価

るか とができる。
・総

シ

合計画との整合性　な

ー

ど

　脳動脈瘤（疑い含

ト

む）が発見され、脳血

（

管疾患の早期発

施策へ

様

の ・施策への貢献度
高

式

い
見、早期治療につな

２

げることができる。
・

）

目標達成度
貢献度 ・市

会

民サービスへの効果　

計

など

今後の方向性 ■拡

名

充　□現状維持　□改

担

善・効率化　□縮小　

当

□終期設定　□休止・

部

廃止

　脳腫瘍などの脳

福

疾患や動脈硬化・脳動

祉

脈瘤などの脳血管疾患

健

を早期発見し、早期治

康

療につなげることがで

部

きるため
継続実施する

一

。また、申込人数が定

般

員を上回ることから、

会

より多くの人が受診で

計

きるように定員を拡大

脳

する。

ドック

Ｃ
 

事

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

業

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 2



00人
　中央げんきプラザ 26,797人　洲原げんきプラザ　6,227人　洲原げんきプラザ　6,800人
　洲原げんきプラザ　4,570人

　一人ひとりの健康状態にあわせた、安全で効果的な運動処方の提供や運動の実践を図ることができた。

成果
　洲原げんきプラザでのげんき度測定等運用の見直し及びあいかりやＬＩＮＥ等の啓発を実施したことで、利用者の増加

につなげることができた。

　より幅広い年代層の利用者を受け入れられるよう周知をすすめていく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 げんき度測定受検者数（人） 370 653 647 680 680
指標 　　　　　　　　　　　　　　　
成果 個別支援教室利用者数（人） 23,825 31,367 35,023 36,700 36,700
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 43,848 60,864 62,356 64,433 合計 62,355,900 円
需用費 245,103 円

財
　
源

特定財源 2

Ｄ

5,081 35,43

　

2 37,564 40,

　

155 役務費 330,

　

657 円
委託料 51

Ｏ

,063,840 円

　

一般財源 18,767

　

25,432 24,7

∧

92 24,278 使用

　

料及び賃借料
5,98

　

6,300 円

職員人

実

件費　② 9,713 1

　

1,279 15,29

　

0 15,550 備品購

施

入費 4,730,00

　

0 円

総事業費（①＋

　

②） 53,561 72

∨

,143 77,646 79,983

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 健康増進事業補助金（県）
講座受講料

８年度以降の事業費見込 0 介護予防普及啓発事業受託収
入

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

健康づくり
施策体系

施

和

策の内容 健康の増進

目

６

　
　
　
的

　病気を持っ

年

た人や低体力の人でも

度

、安全か

主
た
る
内
容

○

評

げんき度測定
つ効果的

価

に運動ができる場所を

）

提供し、運動 　自らの

刈

健康状態、生活習慣、

谷

体力の状況を 
習慣の

市

定着を促すことで、健

事

康の保持・増進   知

務

るための健康度評価を

事

実施することで、
と介

業

護予防を図る。   健

評

康づくりに取り組むた

価

めのきっかけづく
  

シ

りを行う。
○個別支援

ー

教室
　医師や健康運動

ト

指導士等の指導のもと

（

、安
  全で効果的な

様

運動をすることで、自

式

らの健
  康づくりに

１

取り組むことができる

）

ように支
  援する。

会

位
置
づ
け

関連計画 第2

計

次健康日本21かりや

名

計画

根拠法令 健康増進

担

法

対象者 13歳以上の

当

市民 事業期間 平成２３

部

年度 ～

実施方法 □直営

福

　■委託　□指定管理

祉

　□補助・助成　□そ

健

の他

康部

一般会計
げん

Ｂ
　
事
　
業
　

き

実
　
績

４年度実績 ５年

応

度実績 ６年度実績 ７年

援

度計画

・げんき度測定

事

受検者数 ・洲原げんき

業

プラザ開設 ・げんき度

担

測定受検者数 ・げんき

当

度測定受検予定者数
　

課

　　        

健

     　 370

康

人・げんき度測定受検

推

者数 　中央げんきプラ

進

ザ　　529人　中央

課

げんきプラザ　　55

款

0人
・個別支援教室利

項

用者数 　中央げんきプ

目

ラザ　　501人　洲

担

原げんきプラザ　　1

当

18人　洲原げんきプ

係

ラザ　　130人
　　

健

　　　　　　　 23

康

,825人　洲原げん

増

きプラザ　　152人

進

・個別支援教室利用者

係

数 ・個別支援教室利用

4

予定者数
　　　　 ・個

1

別支援教室利用者数 　

2

中央げんきプラザ 28,796人　中央げんきプラザ 29,9



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　安全に安心して効果

令

的な運動ができる場所

和

を設置するこ
・法的業

７

務
高い

とで、市民の健

年

康の保持・増進及び介

度

護予防に寄与するこ
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 とができる。
・

和

市民生活上必要である

６

　など

　トレーニング

年

を安心・安全に実践す

度

るには、体調の急変
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
普通

等のリスク管

）

理等ができる職員の配

刈

置や安全に扱いやすい

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 トレーニング機器

事

を設置する必要がある

務

。
・手段の最適性　な

事

ど

　病気の持った人や

業

低体力の人でも、安全

評

に安心して効果
・市が

価

主体となって実施する

シ

普通
的な運動ができる

ー

場所を設置することで

ト

、様々な健康状態
妥当

（

性 　べき事業であるか

様

の市民がより参加しや

式

すくなる。
・総合計画

２

との整合性　など

　健

）

康日本21かりや計画

会

の推進に際し、運動習

計

慣のある

施策への ・施

名

策への貢献度
高い

人を

担

増加させることで市民

当

の健康意識を高め、健

部

康増進、
・目標達成度

福

生活習慣病予防、介護

祉

予防につながるもので

健

ある。
貢献度 ・市民サ

康

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充　

一

■現状維持　□改善・

般

効率化　□縮小　□終

会

期設定　□休止・廃止

計

　より幅広い年代層の

げ

利用者を受け入れられ

ん

るよう周知をすすめて

き

いく必要である。

応援事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

担

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

当

評
　
価
　
∨

課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康増進係

4 1 2



　 　   　高齢者インフル 22,010人
・帯状疱疹予防接種実施者数 　　帯状疱疹　　　　　652人  　高齢者インフル 18,151人　　新型コロナ　   10,205人
　　　　　　　　　　1,013人 　　新型コロナ　    7,560人　　高齢者肺炎球菌　  325人

　　高齢者肺炎球菌　  329人    帯状疱疹　(延べ)6,178人
・任意予防接種(費用助成) ・任意予防接種(費用助成)
　　帯状疱疹　(延べ)1,665人　　帯状疱疹　(延べ)1,615人
　　高齢者肺炎球菌　　 38人　　高齢者肺炎球菌　　 50人

　風しんのまん延及び先天性風しん症候群の発生予防、帯状疱疹・肺炎の発症及び重症化予防に寄与した。また、高齢者

成果
のインフルエンザや新型コロナの発症及び重症化予防、まん延の予防にも貢献した。

　市民へ予防接種の情報提供及び周知を十分行う必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 風しん抗体検査実施者数（人） 229 204 242 ― ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

Ｄ

　
ス
　
ト

単位：千円
４

　

年度 ５年度 ６年度 ７年

　

度 ６年度

（決算） （決

　

算） （決算） （予算）

Ｏ

事業費内訳

事業費　①

　

5,812 4,124

　

215,426 350

∧

,529 合計 215,

　

425,957 円
報

　

償費 12,800 円

実

財
　
源

特定財源 722

　

666 64,243 6

　

,000 需用費 2,5

施

77,438 円
役務

　

費 6,939,490

　

 円

一般財源 5,09

∨

0 3,458 151,183 344,529 委託料 187,212,109 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 3,170 2,386 5,264 3,572 交付金 17,277,000 円
扶助費 1,407,120 円

総事業費（①＋②） 8,982 6,510 220,690 354,101

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 風しん抗体検査事業費補助金
（国）

８年度以降の事業費見込 0 新型コロナウイルス予防接種
健康被害給付費負担金（国）

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 予防接種と感染

６

症対策

目
　
　
　
的

　個

年

人の発病又はその重症

度

化を防止し、併せ

主
た

評

る
内
容

○風しん抗体検

価

査と予防接種（無料）

）

てこれによりそのまん

刈

延の予防に資すること

谷

　昭和37年4月2日

市

から昭和54年4月1

事

日生まれ
を目的に予防

務

接種を行う。　 　の男

事

性に、風しんの抗体検

業

査を実施後、抗
　体価

評

の低い人に定期予防接

価

種を実施。
〇予防接種

シ

法に基づくＢ類定期予

ー

防接種
　満65歳以上

ト

の市民に高齢者インフ

（

ルエンザ
　及び新型コ

様

ロナウイルス感染症、

式

満65歳の
　市民に高

１

齢者肺炎球菌予防接種

）

を実施。
○帯状疱疹予

会

防接種（1回限り）
　

計

満50歳以上の市民に

名

予防接種費用を助成
〇

担

高齢者肺炎球菌予防接

当

種（1回限り）
　満6

部

5歳以上の市民に予防

福

接種費用を助成

位
置
づ

祉

け

関連計画

根拠法令 予

健

防接種法、刈谷市帯状

康

疱疹予防接種費助成金

部

交付要綱、刈谷市高齢

一

者肺炎球菌予防接種費

般

助成金交付

対象者 主た

会

る内容欄参照 事業期間

計

令和元年度 ～

実施方法

予

□直営　■委託　□指

防

定管理　■補助・助成

接

　□その他

種事業
担当課 健康

Ｂ
　
事

推

　
業
　
実
　
績

４年度実

進

績 ５年度実績 ６年度実

課

績 ７年度計画

・風しん

款

抗体検査実施者数 ・風

項

しん ・風しん ・風しん

目

　　　　　　　　　 

担

　 229人　　抗体

当

検査　　　　　204

係

人　　抗体検査　　　

成

　  242人　　予

人

防接種　　　　　 1

保

5人
・風しん予防接種

健

実施者数 　　予防接種

係

　　　　　 38人　

4

　予防接種　　　　　

1

 61人・定期予防接

3

種　 　
　　　　　　　　　　   63人・任意予防接種(費用助成) ・定期予防接種



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　帯状疱疹の発症及び重

令

症化予防のために必要

和

である。
・法的業務

高

７

い
  風しん、高齢者

年

肺炎球菌、高齢者イン

度

フルエンザ及び新
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 型コロナ感染症予

和

防接種は予防接種法で

６

定められており、
・市

年

民生活上必要である　

度

など 発症及び重症化を

評

防ぐために必要である

価

。

　風しん、帯状疱疹

）

、高齢者肺炎球菌、高

刈

齢者インフルエ
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

高い
ンザ及び新型コロ

事

ナ感染症予防接種は、

務

市内指定医療機関
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

で受けられる。
・手段

評

の最適性　など

　風し

価

ん、高齢者肺炎球菌、

シ

高齢者インフルエンザ

ー

及び新
・市が主体とな

ト

って実施する
高い

型コ

（

ロナ感染症予防接種は

様

、予防接種法に基づい

式

ており、
妥当性 　べき

２

事業であるか 市が実施

）

主体である。
・総合計

会

画との整合性　など 　

計

帯状疱疹予防接種は、

名

法的には定められてい

担

ないが、市
が費用助成

当

することで市民が接種

部

を受けやすくなる。
　

福

市民の健康保持に貢献

祉

している。

施策への ・

健

施策への貢献度
高い・

康

目標達成度
貢献度 ・市

部

民サービスへの効果　

一

など

今後の方向性 □拡

般

充　■現状維持　□改

会

善・効率化　□縮小　

計

□終期設定　□休止・

予

廃止

　定期接種につい

防

ては当該年度に接種で

接

きるように対象者への

種

個別通知を継続する。

事

　帯状疱疹及び高齢者

業

肺炎球菌予防接種の任

担

意接種については、定

当

期接種時に接種できな

課

かった人への費用助成

健

を継
続して実施してい

康

く。

推進課

Ｃ
 
　

款

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

項

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

目 担当係 成人保健係

4 1 3



画

62 9,431 12,

係

172 4,029,3

4

00 円

職員人件費　

1

② 233 315 247

1

332

総事業費（①＋②） 10,389 11,008 10,073 14,154

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 風しん抗体検査事業費補助金
（国）

８年度以降の事業費見込 0 特定健診等受託収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

６

容 健康の増進

目
　
　
　

年

的

　市民の健康に関す

度

る個々の情報を連携し

評

、

主
た
る
内
容

○妊娠期

価

から個人カルテの作成

）

一元管理できるシステ

刈

ムを適切に管理する。

谷

○各種健康診査・予防

市

接種の対象者抽出及び

事

データの管理
○各種講

務

座・教室等受付の管理

事

位
置
づ
け

関連計画

根拠

業

法令

対象者 市民 事業期

評

間 ～

実施方法 ■直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

４年度実績 ５年度

担

実績 ６年度実績 ７年度

当

計画

保守管理 ・保守管

部

理 ・保守管理 ・保守管

福

理
・機器更新及びセッ

祉

トアップ ・ＯＳ更新
　

健

作業

　市民の情報を一

康

元管理することにより

部

、総合的なサービスを

一

提供することができた

般

。

成果

課題

指標名称（

会

単位）
実績値 目標値

４

計

年度 ５年度 ６年度 ７年

地

度 ９年度

成果 安心して

域

医療が受けられる環境

健

が整っていると思う 8

康

8.5 ― 84.0 89

支

.1 89.5
指標 市民

援

の割合（％）
活動
指標

シ

他市との
比較検証

ステム管理事業
担

Ｃ

当

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

課

単位：千円
４年度 ５年

健

度 ６年度 ７年度 ６年度

康

（決算） （決算） （決

推

算） （予算） 事業費内

進

訳

事業費　① 10,1

課

56 10,693 9,

款

826 13,822 合

項

計 9,825,558

目

 円
需用費 462,9

担

90 円

財
　
源

特定財

当

源 702 131 395

係

1,650 委託料 5,

健

333,268 円
使

康

用料及び賃借料

一般財

企

源 9,454 10,5



健

ステム改修を適切に行

係

った。

　システム標準

4

化の移行スケジュール

1

延伸により、予防接種

1

のデジタル化や法改正に伴うシステム改修への影響について

精査する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 安心できる医療環境が整っていると思う市民の割合 88.5 ― 84.0 89.1 89.5
指標 （％）
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,056 1,595 7,094 合計 1,595,000 円
委託料 1,595,000 円

財
　
源

特定財源 0 1,056 0 3,200

一般財源 0 0 1,595 3,894

職員人件費　② 0 384 486 494

総事業費（①＋②） 0 1,440 2,081 7,588

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

６

容 健康の増進

目
　
　
　

年

的

　予防接種や検診等

度

のデータを適切に管理

評

す

主
た
る
内
容

　予防接

価

種の履歴や、検診デー

）

タを適切に管
ることで

刈

、市民の健康管理に寄

谷

与する。 理するために

市

健康管理システムの必

事

要な改修
を行う。

位
置

務

づ
け

関連計画

根拠法令

事

予防接種法、新型イン

業

フルエンザ等対策特別

評

措置法、健康増進法

対

価

象者 市民 事業期間 令和

シ

元年度 ～

実施方法 □直

ー

営　■委託　□指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

４年度実績 ５

部

年度実績 ６年度実績 ７

福

年度計画

　 　システム

祉

標準化への対応の ・新

健

型コロナワクチンの接

康

種 ・各種検診・予防接

部

種情報の
　 ため、現行

一

システムと標準仕 　情

般

報及び特定健康診査等

会

の 　副本登録にあたり

計

、連携に
　 様の機能比

地

較を行い、具体化 　情

域

報管理のために健康管

健

理 　必要なデータ標準

康

レイアウ
　 したギャッ

支

プへの対応方針に 　シ

援

ステムの改修を行った

シ

。 　トの改版に対応す

ス

るための
　　　―――

テ

―――― ついて検討を

ム

行った。 ・肺がん検診

改

年齢拡大に対応 　シス

修

テム改修を行う。
　し

事

た受診券レイアウトの

業

変 ・地方公共団体情報

担

システム
　更を行った

当

。 　の標準化に関する

課

法律に基
・帯状疱疹予

健

防接種費助成額 　づき

康

自治体情報システムの

推

　拡充に伴い、助成券

進

のレイ 　標準化を推進

課

しデジタル化
　アウト

款

変更等を行った。 　に

項

向けた基盤を整備する

目

。
　新型コロナワクチ

担

ン接種情報のデータ標

当

準レイアウト改版への

係

対応や、帯状疱疹予防

成

接種費助成額拡充への

人

対応など、

成果
制度改

保

正に対応するためのシ



　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 150 150 150 856 合計 150,480 円
使用料及び賃借料 150,480 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 150 150 150 856

職員人件費　② 452 460 478 486

総事業費（①＋②） 602 610 628 1,342

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

健康づくり
施策体系

施

和

策の内容 健康の増進

目

６

　
　
　
的

　市民が参加

年

するイベント等の主催

度

者に対し､

主
た
る
内
容

評

　市民が参加するイベ

価

ント等の主催者に対し

）

､
ＡＥＤを貸し出すこ

刈

とにより、その参加者

谷

が ＡＥＤの貸出を行う

市

。
心肺停止状態に陥っ

事

た際に早期に救命措置

務

を 〇対象　おおむね1

事

0人以上が参加する市

業

内で
行うことができる

評

体制を整え、市民の安

価

心と 　開催されるイベ

シ

ント
安全の確保を図る

ー

。 〇費用　無料
〇貸出

ト

場所　保健センター

位

（

置
づ
け

関連計画

根拠法

様

令

対象者 市民 事業期間

式

令和２年度 ～

実施方法

１

■直営　□委託　□指

）

定管理　□補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事

康

　
業
　
実
　
績

４年度実

部

績 ５年度実績 ６年度実

一

績 ７年度計画

・貸出Ａ

般

ＥＤ保有数　2台 ・貸

会

出ＡＥＤ保有数　2台

計

・貸出ＡＥＤ保有数　

Ａ

2台 ・貸出ＡＥＤ保有

Ｅ

数　2台
・市民だより

Ｄ

及びホームペー ・市民

貸

だより及びホームペー

出

・市民だより及びホー

事

ムペー ・市民だより及

業

びホームペー
　ジによ

担

る周知　 　ジによる周

当

知　 　ジによる周知　

課

　ジによる周知　
・市

健

内施設にポスター等掲

康

示

　年間11件の貸出

推

実績があった。

成果

　

進

事業の周知。貸出実績

課

を増加させるため、Ｐ

款

Ｒ方法の検討が必要。

項

課題

指標名称（単位）

目

実績値 目標値

４年度 ５

担

年度 ６年度 ７年度 ９年

当

度

活動 ＡＥＤ貸出件数

係

（件） 4 11 11 12

健

12
指標
活動
指標

他市

康

との
比較検証

増進係

4 1 1

Ｃ
　
事



784 円

一般財源 33,353 32,092 31,260 34,417 使用料及び賃借料
4,418,126 円

職員人件費　② 4,593 4,680 4,858 4,940 工事請負費 1,148,700 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 37,991 36,846 37,346 39,642 交付金 8,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

６

　
　
的

　総合健康セン

年

ター利用者の安全確保

度

及び利

主
た
る
内
容

　総

評

合健康センターにおけ

価

る適切な維持管理
便性

）

向上のため、施設の適

刈

切な維持管理を図 を行

谷

う。
る。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令  

対象

事

者 対象者を限定せず 事

務

業期間 昭和５５年度 ～

事

実施方法 ■直営　■委

業

託　□指定管理　□補

評

助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

４年度実績 ５年度実績

計

６年度実績 ７年度計画

名

総合健康センター維持

担

管理を 総合健康センタ

当

ー維持管理を 総合健康

部

センター維持管理を 総

福

合健康センター維持管

祉

理を
行った。 行った。

健

行った。 行う。

　総合

康

健康センター利用者の

部

安全確保及び利便性向

一

上に向けた施設の適切

般

な維持管理が図られた

会

。

成果

　平成23年度

計

に施設が開設して10

施

年以上が経過しており

設

、複数箇所で修繕の必

管

要な箇所が出てきてい

理

る。

課題

指標名称（単

事

位）
実績値 目標値

４年

業

度 ５年度 ６年度 ７年度

担

９年度

 
指標

 
指標

 

当

他市との
比較検証

課 健康推進課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
４年度 ５年

当

度 ６年度 ７年度 ６年度

係

（決算） （決算） （決

健

算） （予算） 事業費内

康

訳

事業費　① 33,3

企

98 32,166 32

画

,488 34,702

係

合計 32,487,8

4

12 円
需用費 12,

1

735,783 円

財

1

　
源

特定財源 45 74 1,228 285 役務費 645,419 円
委託料 13,531,



1,000 円
需用費 1,028,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 5,692,500 円

一般財源 0 0 6,721 3,500

職員人件費　② 0 0 486 494

総事業費（①＋②） 0 0 7,207 3,994

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

６

　
　
的

　老朽化した施

年

設を補修し、利用者の

度

安全確

主
た
る
内
容

〇栄

評

養指導室の熱交換器取

価

替
保及び利便性向上を

）

図る。 〇太陽光発電の

刈

パワーコンディショナ

谷

ー取替
〇階段手摺壁面

市

への防護板設置

位
置
づ

事

け

関連計画

根拠法令

対

務

象者 対象者を限定せず

事

事業期間 ～

実施方法 ■

業

直営　□委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

４年度実績

計

５年度実績 ６年度実績

名

７年度計画

　 　 ・栄養

担

指導室の熱交換器取替

当

・多目的運動室の熱交

部

換器取
　 　 ・太陽光発

福

電のパワーコンデ 　替

祉

　 　 　ィショナー取替

健

・立体駐車場の車両台

康

数管理
　 　 ・階段手摺

部

壁面への防護板設 　用

一

センサー取替
　　　―

般

―――――― 　　　―

会

―――――― 　置

　老

計

朽化により故障した栄

施

養指導室の熱交換器及

設

び太陽光発電のパワー

補

コンディショナーの取

修

替修繕を行い、施設の

事

機能

成果
維持を行うこ

業

とができた。また、階

担

段両側の壁面タイルを

当

防護板で補修し、利用

課

者が階段手摺を利用す

健

る際の安全を確保

する

康

ことができた。

課題

指

推

標名称（単位）
実績値

進

目標値

４年度 ５年度 ６

課

年度 ７年度 ９年度

活動

款

指標
活動
指標

他市との

項

比較検証

目 担当係 健康企画

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

4

円
４年度 ５年度 ６年度

1

７年度 ６年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,721 3,500 合計 6,72



4

して、継続的かつ安定

1

的に
課題

医療を提供し

1

ていただく必要があるため、安定的な運営体制の確保や高度な医療の提供、地域の中核病院としての機能強

化などについて、継続的に支援を行っていく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 安心して医療が受けられる環境が整っていると思う 88.5 ― 84.0 89.1 89.5
指標 市民の割合（％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 311,304 308,429 309,995 409,012 合計 309,995,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 309,995,000 円

一般財源 311,304 308,429 309,995 409,012

職員人件費　② 1,205 1,228 1,593 972

総事業費（①＋②） 312,509 309,657 311,588 409,984

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 地

６

域医療体制の充実

目
　

年

　
　
的

　市民がいつで

度

も安心して高度な医療

評

が受け

主
た
る
内
容

　刈

価

谷豊田総合病院の医療

）

施設・設備整備事
られ

刈

るように、市民病院的

谷

病院として位置づ 業、

市

地域医療振興事業、救

事

命救急センター運
けて

務

いる刈谷豊田総合病院

事

の健全な運営の維 営等

業

事業に対する補助を行

評

う。
持を支援する。

位

価

置
づ
け

関連計画  

根拠

シ

法令  

対象者 医療法人

ー

豊田会 事業期間 昭和５

ト

６年度 ～

実施方法 □直

（

営　□委託　□指定管

様

理　■補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

福

　
実
　
績

４年度実績 ５

祉

年度実績 ６年度実績 ７

健

年度計画

地域医療振興

康

事業や救命救急 地域医

部

療振興事業や救命救急

一

地域医療振興事業や救

般

命救急 地域医療振興事

会

業、救命救急
センター

計

運営事業等に対し補 セ

刈

ンター運営事業等に対

谷

し補 センター運営事業

豊

等に対し補 センター運

田

営等事業、医師・
助を

総

行い、刈谷豊田総合病

合

院 助を行い、刈谷豊田

病

総合病院 助を行い、刈

院

谷豊田総合病院 看護師

補

の研修及び確保等事業

助

の健全な運営を支援し

事

た。 の健全な運営を支

業

援した。 の健全な運営

担

を支援した。 への補助

当

を拡充し、刈谷豊田
総

課

合病院の健全な運営を

健

支援
する。

　刈谷豊田

康

総合病院の健全な運営

推

を支援することにより

進

、市民が安心して医療

課

を受けられる環境整備

款

に寄与することがで

成

項

果
きた。

　近年の物価

目

高騰や賃金上昇の影響

担

などを受け、刈谷豊田

当

総合病院の経営環境は

係

厳しく、今後も楽観視

健

を許さない状況で

ある

康

が、そのような厳しい

企

状況においても、刈谷

画

豊田総合病院には、本

係

市の市民病院的病院と



　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 6,492,492 円

一般財源 6,492 6,492 6,492 4,324

職員人件費　② 158 161 167 170

総事業費（①＋②） 6,650 6,653 6,659 4,494

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

新型コロナウイルス対応支援資金利子補給

事業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安心

和

基本施策 健康づくり
施

６

策体系
施策の内容 地域

年

医療体制の充実

目
　
　

度

　
的

　市民が安心して

評

医療が受けられるよう

価

、医

主
た
る
内
容

　新型

）

コロナウイルス感染症

刈

により減収等の
療機関

谷

等の経営の安定を図る

市

。 影響を受けた医療機

事

関が、独立行政法人福

務

祉
医療機構から新型コ

事

ロナウイルス対応支援

業

資
金の融資を受けた場

評

合、その利子相当分に

価

つ
いて支援する。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

刈谷市新型コロナウイ

ト

ルス対応支援資金利子

（

補給補助金交付要綱

対

様

象者 市内医療機関等 事

式

業期間 令和２年度 ～ 令

１

和７年度

実施方法 □直

）

営　□委託　□指定管

会

理　■補助・助成　□

計

その他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

４年度実績 ５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度計画

交付件数　1

会

事業所 交付件数　1事

計

業所 交付件数　1事業

担

所 申請に応じて交付す

当

る。

　医療機関の経営

課

の安定を図ることによ

健

り、市民が安心して医

康

療が受けられる体制づ

推

くりに寄与した。

成果

進

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

４年度 ５

款

年度 ６年度 ７年度 ９年

項

度

成果 交付件数（件）

目

1 1 1 1 ―
指標
活動
指

担

標
　市独自の事業であ

当

る。
他市との
比較検証

係 健康企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,492 6,492 6,492 4,324 合計 6,492,492 円
負担金、補助及び

財



康

25,000,000

企

 円
負担金、補助及び

画

財
　
源

特定財源 0 0 0

係

0 交付金 25,000

4

,000 円

一般財源

1

21,744 24,3

1

77 25,000 25,000

職員人件費　② 158 161 167 170

総事業費（①＋②） 21,902 24,538 25,167 25,170

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

６

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

度

医師会臨床検査センタ

評

ーの検査設備を

主
た
る

価

内
容

　刈谷医師会臨床

）

検査センターにおける

刈

検査
充実する事業に対

谷

し補助することで地域

市

住民 機器やシステム導

事

入に要する経費の補助

務

を行
の健康を守り医療

事

サービスの推進を図る

業

。 う。

位
置
づ
け

関連計

評

画  

根拠法令  

対象者

価

一般社団法人刈谷医師

シ

会 事業期間 平成２年度

ー

～

実施方法 □直営　□

ト

委託　□指定管理　■

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

福

績 ６年度実績 ７年度計

祉

画

検査設備の更新、導

健

入経費に 検査設備の更

康

新、導入経費に 検査設

部

備の更新、導入経費に

一

検査設備の更新、導入

般

経費に
対し補助した。

会

対し補助した。 対し補

計

助した。 対し補助する

臨

。

　検査設備を充実す

床

ることで精度管理の向

検

上が図られ、市民の健

査

康管理に対し、寄与す

セ

ることができた。

成果

ン

　

課題

指標名称（単位

タ

）
実績値 目標値

４年度

ー

５年度 ６年度 ７年度 ９

検

年度

成果 安心して医療

査

が受けられる環境が整

設

っていると思う 88.

備

5 ― 84.0 89.1

補

89.5
指標 市民の割

助

合（％）
 

指標
 

他市

事

との
比較検証

業
担当課 健康推進

Ｃ
　
事

課

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

款

：千円
４年度 ５年度 ６

項

年度 ７年度 ６年度

（決

目

算） （決算） （決算）

担

（予算） 事業費内訳

事

当

業費　① 21,744

係

24,377 25,0

健

00 25,000 合計



1

果
の受け入れ体制の緩和に貢献するとともに、市民の救急医療の確保が図られた。

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 安心して医療が受けられる環境が整っていると思う 88.5 ― 84.0 89.1 89.5
指標 市民の割合（％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,088 32,872 33,112 36,133 合計 33,111,909 円
委託料 2,636,859 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 30,475,050 円

一般財源 30,088 32,872 33,112 36,133

職員人件費　② 158 161 247 251

総事業費（①＋②） 30,246 33,033 33,359 36,384

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 地域医

６

療体制の充実

目
　
　
　

年

的

　刈谷医師会が運営

度

する休日診療所及び休

評

日

主
た
る
内
容

〇刈谷医

価

師会が開設する休日診

）

療所（内科）
在宅当番

刈

医制事業に対し補助す

谷

ることにより 　にて救

市

急患者の診療に係る人

事

件費の補助を
市民の休

務

日の救急医療体制の確

事

保を図るとと 　行う。

業

もに、第2次及び第3

評

次救急医療機関での受

価

け 〇休日等に刈谷医師

シ

会が実施する在宅当番

ー

医
入れ患者数を抑制す

ト

る。 　制事業（外科）

（

にて救急患者の診療に

様

係る
　人件費の補助を

式

行う。
〇事業委託料は

１

、刈谷医師会に属する

）

刈谷、
　知立、高浜の

会

3市の会員数で按分し

計

負担す　
　る。
　

位
置

名

づ
け

関連計画  

根拠法

担

令  

対象者 一般社団法

当

人刈谷医師会 事業期間

部

昭和４９年度 ～

実施方

福

法 □直営　□委託　□

祉

指定管理　■補助・助

健

成　□その他

康部

一般会計
休日

Ｂ
　

診

事
　
業
　
実
　
績

４年度

療

実績 ５年度実績 ６年度

運

実績 ７年度計画

・休日

営

診療所開設日数　70

支

日 ・休日診療所開設日

援

数　71日 ・休日診療

事

所開設日数　71日 ・

業

休日診療所開設日数　

担

71日
・診療人数  

当

        5,

課

052人・診療人数 

健

        7,

康

674人 ・診療人数 

推

        6,

進

199人 ・外科診療日

課

数　      55

款

日
・外科診療日数　 

項

     46日 ・外

目

科診療日数　    

担

  49日 ・外科診療

当

日数　      5

係

2日 ・休日診療所の電

健

子カルテ導
　入に対す

康

る補助

　軽度の救急患

企

者の処置を行うことに

画

より、重度の救急患者

係

を受け入れる2次及び

4

3次救急医療機関(刈

1

谷豊田総合病院等)

成



康

,138 合計 4,04

企

4,891 円
負担金

画

、補助及び

財
　
源

特定

係

財源 0 0 0 0 交付金 4

4

,044,891 円

1

一般財源 3,952 3

1

,998 4,045 4,138

職員人件費　② 158 161 167 170

総事業費（①＋②） 4,110 4,159 4,212 4,308

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

６

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

度

市歯科医師会が運営す

評

る休日歯科在宅

主
た
る

価

内
容

　休日等の9時か

）

ら12時の間、在宅輪

刈

番制で救
当番医制事業

谷

の運営を補助すること

市

で市民の 急患者の診療

事

にあたることへの運営

務

費の補助
休日の医療確

事

保を図る。 を行う。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令  

対象者 一般社団

価

法人刈谷市歯科医師会

シ

事業期間 平成８年度 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

福

６年度実績 ７年度計画

祉

歯科の休日診療を当番

健

制で実 歯科の休日診療

康

を当番制で実 歯科の休

部

日診療を当番制で実 歯

一

科の休日診療を当番制

般

で実
施した。 施した。

会

施した。 施する。
・開

計

設日数　75日 ・開設

休

日数　76日 ・開設日

日

数　77日 ・開設日数

歯

　78日

　お盆や年末

科

年始を含め、休日にお

在

ける市民の救急医療の

宅

確保が図られた。

成果

当

 

課題

指標名称（単位

番

）
実績値 目標値

４年度

医

５年度 ６年度 ７年度 ９

制

年度

成果 安心して医療

運

が受けられる環境が整

営

っていると思う 88.

補

5 ― 84.0 89.1

助

89.5
指標 市民の割

事

合（％）
 

指標
 

他市

業

との
比較検証

担当課 健康推進課

Ｃ
　
事

款

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

項

：千円
４年度 ５年度 ６

目

年度 ７年度 ６年度

（決

担

算） （決算） （決算）

当

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 3,952 3

健

,998 4,045 4



当係 健康企画係

Ｃ
　
事
　
業
　

4

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

1

４年度 ５年度 ６年度 ７

1

年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,750 1,750 1,750 0 合計 1,750,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,750,000 円

一般財源 1,750 1,750 1,750 0

職員人件費　② 158 161 167 0

総事業費（①＋②） 1,908 1,911 1,917 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 健康づくり
施策体

６

系
施策の内容 地域医療

年

体制の充実

目
　
　
　
的

度

　在宅ねたきり老人等

評

の口腔機能障害を改善

価

主
た
る
内
容

　在宅ねた

）

きり老人や障害者で歯

刈

科往診希望
し、健康の

谷

保持と歯科保健の充実

市

を図るため 者を対象に

事

、歯科医師が刈谷医師

務

会の主治医
刈谷市歯科

事

医師会に対し補助する

業

。 と連絡をとり、口腔

評

内の予診を行い、治療

価

計
画を立て治療を行う

シ

これらの事業に対する

ー

補
助を行う。

位
置
づ
け

ト

関連計画  

根拠法令  

（

対象者 一般社団法人刈

様

谷市歯科医師会 事業期

式

間 平成元年度 ～

実施方

１

法 □直営　□委託　□

）

指定管理　■補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　

康

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

一

実績 ７年度計画

在宅ね

般

たきり老人や障害者で

会

在宅ねたきり老人や障

計

害者で 在宅ねたきり老

在

人や障害者で 　
歯科往

宅

診希望者を対象に訪問

ね

歯科往診希望者を対象

た

に訪問 歯科往診希望者

き

を対象に訪問 　
歯科診

り

療を実施した。 歯科診

老

療を実施した。 歯科診

人

療を実施した。 　
・診

等

療件数　　　　411

歯

件 ・診療件数　　　　

科

552件 ・診療件数　

医

　　　759件 　
　　

療

　―――――――

　刈

推

谷市歯科医師会が行う

進

訪問歯科診療事業に対

補

し補助することにより

助

、在宅ねたきり老人や

事

障害者の口腔機能障害

業

の改

成果
善に寄与する

担

ことができた。

 

課題

当

指標名称（単位）
実績

課

値 目標値

４年度 ５年度

健

６年度 ７年度 ９年度

成

康

果 安心して医療が受け

推

られる環境が整ってい

進

ると思う 88.5 ― 8

課

4.0 89.1 89.

款

5
指標 市民の割合（％

項

）
 

指標
 

他市との
比

目

較検証

担



企画係

4

Ｃ
　
事
　
業
　

1

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

1

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 944 932 1,047 2,797 合計 1,046,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,046,500 円

一般財源 944 932 1,047 2,797

職員人件費　② 158 161 247 170

総事業費（①＋②） 1,102 1,093 1,294 2,967

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

６

内容 健康の増進

目
　
　

年

　
的

　刈谷市歯科医師

度

会が行う健康づくりを

評

目的

主
た
る
内
容

　歯科

価

医師による歯科健診・

）

保健指導等の実
とした

刈

事業に対し補助するこ

谷

とで高齢になっ 施や講

市

習会の開催、障害福祉

事

サービスの通所
ても自

務

分の歯で楽しく食生活

事

を送ることがで 利用者

業

に実施した歯科健診に

評

ついて、刈谷市
きるよ

価

う市民の歯の健康保持

シ

・増進を図る。 歯科医

ー

師会に補助を行う。

位

ト

置
づ
け

関連計画  

根拠

（

法令  

対象者 一般社団

様

法人刈谷市歯科医師会

式

事業期間 平成２０年度

１

～

実施方法 □直営　□

）

委託　□指定管理　■

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

一

績 ６年度実績 ７年度計

般

画

歯科健康診査、歯科

会

に関する 歯科健康診査

計

、歯科に関する 歯科健

健

康診査、歯科に関する

康

障がい者通所施設での

づ

歯科健
健康づくり講習

く

会、研修を実 健康づく

り

り講習会、研修、80

推

2健康づくり講習会、

進

研修、802康診査、

歯

歯科に関する健康づ
施

科

した。 0表彰事業を実

事

施した。 0表彰事業を

業

実施した。 くり研修、

補

8020表彰事業を実

助

施する。

　刈谷市歯科

事

医師会による歯科に関

業

する各種事業を実施す

担

ることで市民の健康増

当

進に寄与することがで

課

きた。

成果

 

課題

指標

健

名称（単位）
実績値 目

康

標値

４年度 ５年度 ６年

推

度 ７年度 ９年度

成果 日

進

頃から健康づくりを実

課

践している市民の割合

款

（％ 68.3 ― 65.

項

5 71.8 74.2
指

目

標 ）

指標
 

他市との
比

担

較検証

当係 健康



4

① 205 205 205

1

205 合計 205,0

1

00 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 205,000 円

一般財源 205 205 205 205

職員人件費　② 158 161 167 170

総事業費（①＋②） 363 366 372 375

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 健

６

康の増進

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市薬剤師会が行う

度

市民の健康増進に寄

主

評

た
る
内
容

　刈谷市薬剤

価

師会が実施する薬の適

）

切な使用
与することを

刈

目的とした事業に対し

谷

補助する 等についての

市

冊子やポスター等の作

事

成及び啓
ことで市民に

務

薬に関する正しい知識

事

や最新の 発活動に対し

業

て補助を行う。
情報を

評

提供する。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 一般社団法人刈谷

ー

市薬剤師会 事業期間 平

ト

成２０年度 ～

実施方法

（

□直営　□委託　□指

様

定管理　■補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

福

　
業
　
実
　
績

４年度実

祉

績 ５年度実績 ６年度実

健

績 ７年度計画

・市民健

康

康講座の開催 ・市民健

部

康講座の開催 ・市民健

一

康講座の開催 ・啓発活

般

動の実施
・啓発用リー

会

フレットを配布 ・啓発

計

用リーフレットを配布

薬

・啓発用リーフレット

と

を配布 ・啓発用冊子及

健

びポスターの
　配布

　

康

時事に応じた薬に関す

推

る啓発活動を行うこと

進

より、市民への正しい

事

薬の使用に関する普及

業

啓発と情報提供ができ

補

た。

成果

 

課題

指標名

助

称（単位）
実績値 目標

事

値

４年度 ５年度 ６年度

業

７年度 ９年度

成果 日頃

担

から健康づくりを実践

当

している市民の割合（

課

％ 68.3 ― 65.5

健

71.8 74.2
指標

康

）
 

指標
 

他市との
比

推

較検証

進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　

健

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

康

４年度 ５年度 ６年度 ７

企

年度 ６年度

（決算） （

画

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,050 350 280 420 合計 280,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 525 175 140 210 交付金 280,000 円

一般財源 525 175 140 210

職員人件費　② 233 238 247 251

総事業費（①＋②） 1,283 588 527 671

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 骨髄提供者助成事業費補助金
（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

６

増進

目
　
　
　
的

　市内

年

に住所を有する骨髄提

度

供者及び骨髄提

主
た
る

評

内
容

　骨髄提供者及び

価

骨髄提供者が勤務する

）

事業
供者が勤務する事

刈

業所に対して助成金を

谷

交付 所に対して助成金

市

を交付する。
すること

事

により、骨髄提供者が

務

骨髄を提供し ○助成額

事

（1回の骨髄等の提供

業

につき7日を限
やすい

評

環境を整備する。   

価

度）
　　提供者　1日

シ

につき2万円
　　事業

ー

所　1日につき1万円

ト

位
置
づ
け

関連計画

根拠

（

法令

対象者 主たる内容

様

欄参照 事業期間 令和元

式

年度 ～

実施方法 □直営

１

　□委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

４年度実績 ５年

部

度実績 ６年度実績 ７年

一

度計画

・助成対象者数

般

　　　　6人 ・助成対

会

象者数　　　　2人 ・

計

助成対象者数　　　　

骨

2人 骨髄提供者や事業

髄

所からの申
・助成対象

提

事業所数　3箇所 ・助

供

成対象事業所数　1箇

者

所 請に基づき、内容を

等

審査の上､
助成金を交

助

付する。

　骨髄提供者

成

及び骨髄提供者が勤務

事

する事業所に対して助

業

成金を交付することに

担

より、骨髄提供者が骨

当

髄を提供しやすい

成果

課

環境を整備することが

健

できた。

　若干の申請

康

数の増減はあるものの

推

、例年同程度の申請数

進

となっているが、周知

課

広報が適切に行われ、

款

本事業が市民及び

市内

項

事業所に十分に認知さ

目

れているものかを判断

担

することが難しい。
課

当

題

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

４年度 ５年

健

度 ６年度 ７年度 ９年度

康

活動 かりや健康づくり

企

チャレンジ宣言登録事

画

業所数（事 129 17

係

1 186 200 220

4

指標 業所）
活動
指標

他

1

市との
比較検証



健

正具助成件数（件） 1

係

2 20 10 35 35
指

4

標
【人口規模が近い自

1

治体の助成件数　令和

1

6年度実績】
他市との 小牧市：ウィッグ助成69件、乳房補整具29件
比較検証 西尾市：ウィッグ助成53件、乳房補整具11件

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 940 1,256 985 2,100 合計 984,688 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 450 612 479 1,050 交付金 984,688 円

一般財源 490 644 506 1,050

職員人件費　② 3,245 622 645 340

総事業費（①＋②） 4,185 1,878 1,630 2,440

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 がん患者アピアランスケア支
援事業補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

６

容 健康の増進

目
　
　
　

年

的

　がん患者のがん治

度

療による外見変貌を補

評

完

主
た
る
内
容

①化学療

価

法等によって起こる脱

）

毛のケアとし
するウィ

刈

ッグ又は乳房補整具の

谷

購入に係る費 て、ウィ

市

ッグの購入費用を一部

事

助成する。
用を助成す

務

ることにより、がん患

事

者の経済的 ②乳がん治

業

療として乳房切除を行

評

った後の、
負担の軽減

価

を図るとともに日常生

シ

活の質の向 乳房補整下

ー

着、補整パッド又は人

ト

工乳房の購
上に寄与す

（

ることを目的とする。

様

入費用を一部助成する

式

。
①②それぞれ、購入

１

費用の1／2で上限2

）

0,000
円を助成す

会

る。
助成回数は、①②

計

それぞれで1回限り

位

名

置
づ
け

関連計画 がん対

担

策推進基本計画、愛知

当

県がん対策推進計画

根

部

拠法令 がん対策基本法

福

、刈谷市がん患者補正

祉

具購入費助成金交付要

健

綱

対象者 市民 事業期間

康

令和４年度 ～

実施方法

部

□直営　□委託　□指

一

定管理　■補助・助成

般

　□その他

会計
がん患者補整

Ｂ
　
事

具

　
業
　
実
　
績

４年度実

購

績 ５年度実績 ６年度実

入

績 ７年度計画

・ウィッ

費

グ助成件数　　37件

助

・ウィッグ助成件数　

成

　47件 ・ウィッグ助

事

成件数　　42件 ・ウ

業

ィッグ助成件数　　7

担

0件
・乳房補整具助成

当

件数　12件 ・乳房補

課

整具助成件数　20件

健

・乳房補整具助成件数

康

　10件 ・乳房補整具

推

助成件数  35件

　

進

がん治療による外見の

課

変化を補完するための

款

補助具が購入しやすく

項

なり、社会参加促進の

目

一助となった。

成果

課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

４年度 ５年

係

度 ６年度 ７年度 ９年度

成

活動 ウィッグ助成件数

人

（件） 37 47 42 7

保

0 70
指標
活動 乳房補



保

年度 ７年度 ６年度

（決

健

算） （決算） （決算）

係

（予算） 事業費内訳

事

4

業費　① 0 0 0 324

1

合計 0 円

財
　
源

特定

1

財源 0 0 0 162

一般財源 0 0 0 162

職員人件費　② 0 161 40 24

総事業費（①＋②） 0 161 40 348

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 若年がん患者在宅療養支援事
業費補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

６

内容 健康の増進

目
　
　

年

　
的

　回復の見込みが

度

ない状態に至ったと診

評

断さ

主
た
る
内
容

　在宅

価

サービス、福祉用具の

）

貸与及び購入に
れた4

刈

0歳未満の若年がん患

谷

者が、住み慣れた 係る

市

経費を一部助成する。

事

自宅で最期まで自分ら

務

しく安心して日常生活

事

　対象経費は1か月あ

業

たり6万円を限度とし

評

、
を送ることができる

価

よう、在宅における療

シ

養 そのうち本人負担1

ー

/10、市負担4.5

ト

/10、県負
生活を支

（

援し在宅療養に係るが

様

ん患者及びそ 担4.5

式

/10とする。
の家族

１

の経済的負担の軽減を

）

図る。

位
置
づ
け

関連計

会

画 がん対策推進基本計

計

画、愛知県がん対策推

名

進計画

根拠法令 がん対

担

策基本法、刈谷市若年

当

がん患者在宅療養費助

部

成金交付要綱

対象者 事

福

業期間 令和５年度 ～

実

祉

施方法 □直営　□委託

健

　□指定管理　■補助

康

・助成　□その他

部

一般会計
若年がん

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

患

年度実績 ５年度実績 ６

者

年度実績 ７年度計画

　

在

・実績なし ・実績なし

宅

・1人×6か月
　
　
　

療

　　　―――――――

養

　市ホームページ、が

費

ん相談支援センター、

助

近隣市小児医療機関及

成

び介護保健サービス事

事

業所に事業の概要の周

業

知を行っ

成果
た。

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

４年度 ５年度

課

６年度 ７年度 ９年度

活

健

動 利用人数（人） 0 0

康

1 1
指標
活動
指標

他市

推

との
比較検証

進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事

成

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

人

：千円
４年度 ５年度 ６



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

1

　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,866 1,586 1,489 1,829 合計 1,489,314 円
需用費 1,425,314 円

財
　
源

特定財源 0 121 0 0 委託料 64,000 円

一般財源 1,866 1,465 1,489 1,829

職員人件費　② 1,205 1,765 3,424 4,535

総事業費（①＋②） 3,071 3,351 4,913 6,364

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 健康づくり
施

和

策体系
施策の内容 地域

６

医療体制の充実

目
　
　

年

　
的

　災害時における

度

医療救護体制の充実を

評

図る

主
た
る
内
容

　市内

価

5小中学校に配置した

）

医療器具や医薬品
ため

刈

、災害時の医療救護活

谷

動に必要な医療器 を点

市

検し、使用期限の切れ

事

るものを更新し適
具・

務

医薬品等を救護所施設

事

に常備する。 正に管理

業

する。

位
置
づ
け

関連計

評

画  

根拠法令  

対象者

価

市民 事業期間 平成１８

シ

年度 ～

実施方法 ■直営

ー

　■委託　□指定管理

ト

　□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　

当

実
　
績

４年度実績 ５年

部

度実績 ６年度実績 ７年

福

度計画

医薬品等の使用

祉

期限を確認し 医薬品等

健

の使用期限を確認し 医

康

薬品等の使用期限を確

部

認し 医薬品等の使用期

一

限を確認し
随時更新す

般

るとともに、防災 随時

会

更新するとともに、防

計

災 随時更新するととも

医

に、防災 随時更新する

療

とともに、防災
用の物

救

品購入を行った。 用備

護

品の購入を行った。 用

器

物品の購入を行った。

材

用物品の購入を行う。

等

　医薬品等の更新を行

整

い、災害時の医療救護

備

の実施に備えた。

成果

事

　備蓄している医薬品

業

等の倉庫や薬品庫への

担

保存方法を見直し、災

当

害発生時に使用しやす

課

いようにする。

課題

指

健

標名称（単位）
実績値

康

目標値

４年度 ５年度 ６

推

年度 ７年度 ９年度

成果

進

安心して医療が受けら

課

れる環境が整っている

款

と思う 88.5 ― 84

項

.0 89.1 89.5

目

指標 市民の割合（％）

担

 
指標

 
他市との
比較

当

検証

係 健康企画係

4



2

健康教育回数(回） 1,039 1,347 1,313 1,315 1,315
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,155 3,047 3,225 4,320 合計 3,224,719 円
報償費 848,640 円

財
　
源

特定財源 820 696 809 783 需用費 1,616,279 円
役務費 129,150 円

一般財源 2,335 2,351 2,416 3,537 委託料 578,800 円
使用料及び賃借料 51,850 円

職員人件費　② 16,640 16,650 18,476 18,708

総事業費（①＋②） 19,795 19,697 21,701 23,028

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 健康増進事業費補助金（県）
地域自殺対策強化事業費補助

８年度以降の事業費見込 0 金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

６

増進

目
　
　
　
的

　市民

年

参画による健康づくり

度

を推進すること

主
た
る

評

内
容

○市民健康講座等

価

の保健事業及び各種教

）

室の
で「健康はつくる

刈

もの」という市民の意

谷

識を 　開催
高める。 ○

市

保健推進員や食と健康

事

づくりの会会員の養
　

務

成
○地域での健康づく

事

り活動の支援
○こころ

業

の健康づくりの各種講

評

座の開催

位
置
づ
け

関連

価

計画 第2次健康日本2

シ

1かりや計画

根拠法令

ー

健康増進法

対象者 市民

ト

事業期間 ～

実施方法 ■

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

福

業
　
実
　
績

４年度実績

祉

５年度実績 ６年度実績

健

７年度計画

・健康教育

康

　11,114人 ・健

部

康教育　14,646

一

人 ・健康教育　16,

般

586人 ・健康教育　

会

16,600人
　　　

計

　　   1,039

健

回 　　　　　   1

康

,347回 　　　　　

教

   1,313回 　

育

　　　　   1,3

・

15回
・健康相談　 

相

1,447人 ・健康相

談

談　 1,814人 ・

等

健康相談　 1,87

事

0人 ・健康相談　 1

業

,870人

　市民健康

担

講座、保健推進員活動

当

、その他の健康づくり

課

事業を開催し、市民へ

健

健康づくりのための正

康

しい知識の普及を図

成

推

果
ることができた。

　

進

廃止となった事業があ

課

ったが、市民の関心の

款

高い事業を実施するこ

項

とで、参加者数の増加

目

につながった。

　

　健

担

康への関心が低い若い

当

世代、働く世代の健康

係

づくりのための正しい

健

知識の普及啓発が不十

康

分であるため、情報発

増

信の

方法や媒体の検討

進

が必要である。
課題

指

係

標名称（単位）
実績値

4

目標値

４年度 ５年度 ６

1

年度 ７年度 ９年度

活動



がん検診の受診率（％） 24.2 23.9 28.1 31.9 32.5
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 246,961 238,400 266,702 287,051 合計 266,702,115 円
報償費 57,600 円

財
　
源

特定財源 524 579 494 1,574 需用費 3,814,834 円
役務費 1,076,000 円

一般財源 246,437 237,821 266,208 285,477 委託料 261,753,681 円

職員人件費　② 4,676 5,072 5,025 5,029

総事業費（①＋②） 251,637 243,472 271,727 292,080

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 がん検診推進事業費補助金（
国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

６

　
　
的

　がんの早期発

年

見・早期治療により市

度

民の健

主
た
る
内
容

　死

評

亡原因の上位を占める

価

がんについて、早
康を

）

守る。 期発見により早

刈

期治療に繋げるため、

谷

胃がん､
大腸がん、肺

市

がん、子宮がん、乳が

事

ん等のが
ん検診を実施

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画 第2次健康日本21

業

かりや計画

根拠法令 健

評

康増進法、がん対策基

価

本法

対象者 市民（検診

シ

の種類により対象年齢

ー

あり） 事業期間 ～

実施

ト

方法 □直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

福

度実績 ５年度実績 ６年

祉

度実績 ７年度計画

各種

健

がん検診受診率 各種が

康

ん検診受診率 各種がん

部

検診受診率 各種がん検

一

診受診率
・胃がん　　

般

14.6％ ・胃がん　

会

　13.8％ ・胃がん

計

　　13.7％ ・胃が

が

ん　　16.2％
・大

ん

腸がん　25.1％ ・

検

大腸がん　24.7％

診

・大腸がん　25.3

事

％ ・大腸がん　26.

業

7％
・肺がん　　21

担

.5％ ・肺がん　　2

当

0.2％ ・肺がん　　

課

39.1％ ・肺がん　

健

　40.0％
・子宮が

康

ん　34.1％ ・子宮

推

がん　34.5％ ・子

進

宮がん　36.5％ ・

課

子宮がん　36.5％

款

・乳がん　　25.8

項

％ ・乳がん　　26.

目

1％ ・乳がん　　25

担

.9％ ・乳がん　　3

当

0.2％

　がんの早期

係

発見に貢献している。

成

成果

　さらに受診勧奨

人

をし、がんの早期発見

保

に努める必要がある。

健

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

４年度 ５

4

年度 ６年度 ７年度 ９年

1

度

成果 各種がん検診受

2

診者数（人） 37,245 36,189 44,045 44,398 46,000
指標
成果



　11,172人 　　　　　　　　　11,016人 　　　　　　　　　14,000人
・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数
　　　　　　　　　11,330人 　　　　　　　　　10,858人 　　　　　　　　　10,590人 　　　　　　　　　14,000人
・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数
    　　　　　　　 2,262人     　　　　　　　 2,104人     　　　　　　　 2,076人     　　　　　　　 2,700人

　生活習慣病予防のための意識付け、メタボリックシンドロームの予防につながっている。

成果

　40～59歳の働き盛りの年代の受診率向上のため、勧奨文の郵送等で積極的に受診を勧奨する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 法定報告による特定健康診査受診率（％） 42.8 42.4 ー 45.6 48.8
指標 ※6年度の数値は11月公表予定

指標
【法定報告 令和5年度受診率】

他市との 刈谷市42.4％、碧南市42.8％、安城市45.1％、知立市41.2％、高浜市44.2％
比較検証

Ｄ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
４年度

　

５年度 ６年度 ７年度 ６

Ｏ

年度

（決算） （決算）

　

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 19

∧

7,207 189,0

　

16 184,665 2

　

35,462 合計 18

実

4,665,428 

　

円
需用費 3,004,

　

878 円

財
　
源

特定

施

財源 175,414 1

　

70,004 167,

　

189 226,985

∨

役務費 2,503,000 円
委託料 179,157,550 円

一般財源 21,793 19,012 17,476 8,477

職員人件費　② 3,396 2,847 2,477 2,276

総事業費（①＋②） 200,603 191,863 187,142 237,738

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特定健診等受託収入
後期高齢者医療広域連合受託

８年度以降の事業費見込 0 事業収入
健康増進事業費補助金（県）

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 健康づくり
施策体

和

系
施策の内容 健康の増

６

進

目
　
　
　
的

　生活習

年

慣病予防を効果的に進

度

めるため、メ

主
た
る
内

評

容

　刈谷市国民健康保

価

険被保険者等を対象に

）

医
タボリックシンドロ

刈

ームに着目した健康診

谷

査 療保険者に義務付け

市

られた生活習慣病予防

事

の
を行い、生活習慣病

務

の予防、改善を図る。

事

ための特定健康診査等

業

を実施する。
※対象者

評

の条件：40歳以上の

価

刈谷市国民健康
保険加

シ

入者、後期高齢者医療

ー

保険加入者等

位
置
づ
け

ト

関連計画 第3期刈谷市

（

国民健康保険特定健康

様

診査等実施計画、第2

式

期刈谷市国民健康保険

１

データヘルス計画

根拠

）

法令 高齢者の医療の確

会

保に関する法律、健康

計

増進法

対象者 主たる内

名

容欄※参照 事業期間 平

担

成２０年度 ～

実施方法

当

□直営　■委託　□指

部

定管理　□補助・助成

福

　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事

特

　
業
　
実
　
績

４年度実

定

績 ５年度実績 ６年度実

健

績 ７年度計画

・特定健

康

康診査受診者数 ・特定

診

健康診査受診者数 ・特

査

定健康診査受診者数 ・

等

特定健康診査受診者数

事

　　　　　　　　　 

業

8,227人 　　　　

担

　　　　　 7,74

当

5人 　　　　　　　　

課

　 7,498人 　　

健

　　　　　　　 8,

康

964人
・後期高齢者

推

健康診査受診者 ・後期

進

高齢者健康診査受診者

課

・後期高齢者健康診査

款

受診者 ・後期高齢者健

項

康診査受診者
　数　　

目

　　　　　 6,80

担

0人 　数　　　　　　

当

　 6,827人 　数

係

　　　　　　　 7,

成

101人 　数　　　　

人

　　　 9,316人

保

・貧血検査受診者数 ・

健

貧血検査受診者数 ・貧

係

血検査受診者数 ・貧血

4

検査受診者数
　　　　

1

　　　　　11,68

2

1人 　　　　　　　　



.2
指標 ※6年度の数値は11月公表予定

指標
【法定報告　令和5年度終了率】

他市との 刈谷市10.1％、碧南市10.7％、安城市13.8%、知立市17.6％、高浜市11.0％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,558 1,616 1,939 3,790 合計 1,938,854 円
需用費 346,296 円

財
　
源

特定財源 1,310 1,316 1,708 3,761 役務費 280,000 円
委託料 1,306,358 円

一般財源 248 300 231 29 使用料及び賃借料 6,200 円

職員人件費　② 2,869 2,847 2,078 0

総事業費（①＋②） 4,427 4,463 4,017 3,790

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特定健診等受託収入
健康増進事業費補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 健康づくり
施策体系

和

施策の内容 健康の増進

６

目
　
　
　
的

　特定保健

年

指導を実施することに

度

より、生活

主
た
る
内
容

評

　特定健康診査等の結

価

果に基づいて、情報提

）

習慣改善への意識付け

刈

を行い、生活習慣病を

谷

供・動機付け支援・積

市

極的支援の3階層に区

事

分
予防する。 し保健指

務

導を行う。

位
置
づ
け

関

事

連計画 第3期刈谷市国

業

民健康保険特定健康診

評

査等実施計画、第2期

価

刈谷市国民健康保険デ

シ

ータヘルス計画

根拠法

ー

令 高齢者の医療の確保

ト

に関する法律、健康増

（

進法

対象者 動機付け・

様

積極的支援に該当する

式

人等 事業期間 平成２０

１

年度 ～

実施方法 ■直営

）

　■委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

４年度実績 ５年

一

度実績 ６年度実績 ７年

般

度計画

・積極的支援初

会

回面接者数 ・積極的支

計

援初回面接者数 ・積極

特

的支援初回面接者数 ・

定

積極的支援初回面接者

保

数
 　　　　　　　　

健

　　 13人  　　　

指

　　　　　　　 17

導

人  　　　　　　　　

事

　　 26人  　　　

業

　　　　　　　 50

担

人
・動機付け支援初回

当

面接者数 ・動機付け支

課

援初回面接者数 ・動機

健

付け支援初回面接者数

康

・動機付け支援初回面

推

接者数
 　　　　　　

進

　　　　 78人  　

課

　　　　　　　　　 

款

78人  　　　　　　

項

　　　　 76人  　

目

　　　　　　　　　1

担

70人

　直接対象者に

当

働きかけ、生活習慣改

係

善の意識付けができた

成

。

成果

　さらなる実施

人

率の向上を図る必要が

保

ある。

課題

指標名称（

健

単位）
実績値 目標値

４

係

年度 ５年度 ６年度 ７年

4

度 ９年度

活動 法定報告

1

による特定保健指導終

2

了率（％） 11.0 10.1 ― 16.6 22



係

は健康に対する意識の

4

向上が見られ、在学中

1

からげんきプラザを利

2

用したり卒業生同士

の繋がりがみられた。

　男性の応募が女性に比べて少なかったため、更なる募集方法の改善が必要である。

　
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 ヘルスアップ大学卒業生（人） 28 35 32 36 36
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 433 431 422 615 合計 422,176 円
報償費 318,500 円

財
　
源

特定財源 96 139 72 72 需用費 103,316 円
役務費 360 円

一般財源 337 292 350 543

職員人件費　② 4,442 4,527 4,699 4,778

総事業費（①＋②） 4,875 4,958 5,121 5,393

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 講座受講料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 健康づく

和

り
施策体系

施策の内容

６

健康の増進

目
　
　
　
的

年

 市民が健康のために

度

必要なことを自ら学習

評

す

主
た
る
内
容

　至学館

価

大学と連携し、健康の

）

基本を学ぶ場
ることに

刈

より、健康に対する意

谷

識の高揚と健 として「

市

栄養・運動・休養」に

事

ついての講座
康寿命の

務

延伸を図る。 や実技を

事

、年間16回程度行う

業

。

位
置
づ
け

関連計画 第

評

3次健康日本21かり

価

や計画

根拠法令 健康増

シ

進法

対象者 50～60

ー

歳代の運動制限のない

ト

男女 事業期間 平成１６

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

　□委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

４年度実績 ５年

健

度実績 ６年度実績 ７年

康

度計画

・かりやヘルス

部

アップ大学卒 ・かりや

一

ヘルスアップ大学卒 ・

般

かりやヘルスアップ大

会

学卒 ・かりやヘルスア

計

ップ大学卒
　業生　　

か

　　　28人 　業生　

り

　　　　　35人　 　

や

業生　　　　　　　3

ヘ

2人　 　業予定　　　

ル

　　36人　
　延べ参

ス

加者数　 　延べ参加者

ア

数　 　延べ参加者数　

ッ

　延べ参加者予定数　

プ

　　　 　　　　39

大

2人 　　　　    

学

     521人 　

事

　　　　　　　　 4

業

98人 　　　　　36

担

×16＝576人
・公

当

開講座(一般参加者数

課

) ・公開講座（一般参

健

加者数） ・公開講座（

康

一般参加者数） ・公開

推

講座（一般参加者数）

進

　延べ参加者数　30

課

人 　延べ参加者数　3

款

4人 　延べ参加者数　

項

 　 21人 　延べ参

目

加者予定数　50人

 

担

応募者数を増やすため

当

、卒業式時に学生に配

係

布用の勧奨ちらしを渡

健

したり、勧奨はがきを

康

早期に送付した事で、

増

定員を

成果
超える応募

進

が得られた。参加者に



4

度 ６年度 ７年度 ６年度

1

（決算） （決算） （決

2

算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 678 683 679 752 合計 678,596 円
報償費 66,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 333,020 円
役務費 135,000 円

一般財源 678 683 679 752 負担金、補助及び
交付金 143,916 円

職員人件費　② 3,840 3,913 4,061 4,130

総事業費（①＋②） 4,518 4,596 4,740 4,882

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 健

６

康の増進

目
　
　
　
的

　

年

若い世代からの健康意

度

識の向上や自主的な

主

評

た
る
内
容

　運動や食事

価

等、日々の生活習慣の

）

改善に繋
健康づくりを

刈

支援する。 がる取組の

谷

実践や、各種健康診査

市

の受診、イ
ベント、地

事

域活動、ボランティア

務

活動等に取
り組むこと

事

でポイントを付与し、

業

一定以上の
ポイントの

評

獲得により、県内の協

価

力店で優待
等が受けら

シ

れるカードを交付する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画 第

ト

2次健康日本21かり

（

や計画

根拠法令

対象者

様

市民 事業期間 平成２８

式

年度 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

４年度実績 ５年

部

度実績 ６年度実績 ７年

一

度計画

・優待カード交

般

付枚数　1,130・

会

優待カード交付枚数　

計

1,223・優待カー

か

ド交付枚数　1,48

り

9・優待カード交付枚

や

数　1,580
枚 枚 枚

健

枚

　かりや健康マイレ

康

ージのチャレンジシー

マ

ト設置場所を増設し、

イ

アプリの利便性を周知

レ

したことで実績の増加

ー

につながっ

成果
た。

　

ジ

20代の男性の参加割

事

合が少ないため、啓発

業

、周知をすすめていく

担

必要がある。

課題

指標

当

名称（単位）
実績値 目

課

標値

４年度 ５年度 ６年

健

度 ７年度 ９年度

活動 優

康

待カード交付枚数（枚

推

） 1,130 1,22

進

3 1,489 1,58

課

0 1,780
指標

指標

款

他市との
比較検証

項 目 担当係 健康増

Ｃ

進

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
４年度 ５年



健

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

康

：千円
４年度 ５年度 ６

企

年度 ７年度 ６年度

（決

画

算） （決算） （決算）

係

（予算） 事業費内訳

事

4

業費　① 550,29

1

5 197,089 65

3

2 0 合計 651,930 円
役務費 27,900 円

財
　
源

特定財源 550,208 197,002 652 0 委託料 624,030 円

一般財源 87 87 0 0

職員人件費　② 75,669 18,515 725 0

総事業費（①＋②） 625,964 215,604 1,377 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業費補助金

８年度以降の事業費見込 0 新型コロナウイルスワクチン
接種対策費負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

健康づくり
施策体系

施

６

策の内容 予防接種と感

年

染症対策

目
　
　
　
的

　

度

新型コロナウイルス感

評

染症の発症及び重症

主

価

た
る
内
容

　新型コロナ

）

ウイルスワクチンの接

刈

種を安全
化の予防を図

谷

る。 かつ円滑に実施す

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 予防接種法

対

務

象者 市民 事業期間 令和

事

２年度 ～ 令和６年度

実

業

施方法 ■直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

計

年度実績 ５年度実績 ６

名

年度実績 ７年度計画

・

担

健康管理システムの改

当

修 （Ｒ4繰越分） （Ｒ

部

5繰越分） 　
・接種券

福

の印刷、郵送 ・健康管

祉

理システムの改修 ・健

健

康管理システムの改修

康

　
・コールセンターの

部

運営 ・接種券の印刷、

一

郵送 ・令和5年度の市

般

外接種に要す　
・接種

会

に必要な物品等の購入

計

・コールセンターの運

新

営 　る事務手数料と接

型

種委託料 　
・集団接種

コ

体制の整備 ・接種に必

ロ

要な物品等の購入 ・特

ナ

例臨時接種として使用

ウ

し 　　　――――――

イ

―
・市民へのワクチン

ル

接種 ・市民へのワクチ

ス

ン接種 　たワクチン及

ワ

び物品等の廃
　棄、譲

ク

渡

　医療機関等と連携

チ

し、希望する市民に安

ン

全かつ円滑にワクチン

接

接種を実施できた。

成

種

果

課題

指標名称（単位

事

）
実績値 目標値

４年度

業

５年度 ６年度 ７年度 ９

担

年度

活動 新型コロナウ

当

イルスワクチン総接種

課

回数（回） 129,8

健

98 33,781 ― ―

康

―
指標
活動
指標

　
他市

推

との
比較検証

進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事



年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 予防接種と感染

６

症対策

目
　
　
　
的

　公

年

衆衛生の向上を図り、

度

清潔で住みよい環

主
た

評

る
内
容

　感染症がまん

価

延する恐れのある場合

）

、必要
境づくりを推進

刈

する。 に応じて消毒や

谷

殺虫を行う。

位
置
づ
け

市

関連計画  

根拠法令  

事

対象者 事業期間 ～

実施

務

方法 ■直営　■委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

）

度実績 ５年度実績 ６年

会

度実績 ７年度計画

噴煙

計

機のメンテナンス、殺

名

虫 噴煙機のメンテナン

担

ス、薬剤 噴霧器の廃棄

当

、薬剤の備蓄 薬剤の備

部

蓄
剤等の備蓄 等の備蓄

福

　防疫に必要な資材を

祉

備蓄し、迅速に対応で

健

きる体制を整えた。

成

康

果

　薬剤散布をする必

部

要が生じた際の体制づ

一

くりに検討を要する。

般

課題

指標名称（単位）

会

実績値 目標値

４年度 ５

計

年度 ６年度 ７年度 ９年

薬

度

活動
指標
活動
指標

 

剤

他市との
比較検証

散布事業
担当課 健

Ｃ

康

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

推

単位：千円
４年度 ５年

進

度 ６年度 ７年度 ６年度

課

（決算） （決算） （決

款

算） （予算） 事業費内

項

訳

事業費　① 4 9 1,

目

303 565 合計 1,

担

303,368 円
需

当

用費 75,218 円

係

財
　
源

特定財源 0 0 0

健

0 委託料 1,228,

康

150 円

一般財源 4

企

9 1,303 565

職

画

員人件費　② 158 1

係

61 247 170

総事

4

業費（①＋②） 162

1

170 1,550 73

4

5

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８


